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「いぶき」観測結果を用いて、東京都市域を含む世界の大都市等に
おける人為起源CO2濃度を推計した。

人為起源CO2濃度について、「いぶき」データからの推計結果と統計デー
タ等から算出した排出インベントリからの推計結果が概ね一致した。
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• パリ協定に基づき、今後世界各国が温室効果ガス
排出量の報告をすることが義務づけられた

• 透明性の高い枠組みのもとで、各国の排出量報
告を行うことが求められている

• 衛星データを用いて排出量や削減量を検証することは、
パリ協定に基づき人為起源排出量や削減量を
「透明性の高い」方法で報告するカギとなる。

©JAXA

 人工衛星は地球全体を同じ
方法で観測することができる
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「パリ協定」と
人工衛星による温室効果ガス排出量の観測



途上国への優れた低炭素技術等の普及を通じ、地球規模での温暖化対策に貢献するとともに、
日本からの排出削減への貢献を適切に評価し、我が国の削減目標の達成に活用。

本制度を活用し、環境性能に優れた技術・製品は一般的に初期コストが高く、途上国への普
及が困難という課題に対応（JCM資金支援事業等のプロジェクト組成に係る支援を実施中）。
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【機密性２】
※機密性は以下を参考に、適切に変更・表示し、以下の記述を削除してください。また、取扱制限等（例１：関係者限り、例２：公表までの間）については必要に応じて追加してください。
秘密文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】／公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む）／公開可能な場合は【機密性１】

（１）パリ協定における市場メカニズムの実施指針

 パリ協定６条の二国間クレジット制度（JCM）を含む市場メカニズムに関しては、ダ

ブルカウントの防止等を含むクレジットの計上や、報告のあり方など指針に記載
する内容について、各国の意見がひとつの文書に取りまとめられ、次回交渉の
土台が整えられた。

（２）関連会合の開催

 JCMに署名した17か国が一堂に会する「第５回JCMパートナー国会合」を開催し、
JCMクレジットの発行を含むJCMの進捗を歓迎し、今後の案件形成と実施支援を
確認。

 「炭素市場に関する閣僚宣言」イベントを日本パビリオンで開催。ニュージーラン
ド、カナダ等の閣僚等が参加。また、シンガポールの本取組への参加が表明さ
れた。

写真（左）
「第5回JCMパートナー国
会合」
写真（右）

「炭素市場に関する閣僚
宣言サイドイベント」

COP23の結果：市場メカニズム
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先進国と途上国

 責任の差異、二分論

 2020年までと、それ以降

透明性

 排出量の算定方法、基準、報告の様式・頻度、検証

の方法など

 ダブルカウントの防止

米国

脱炭素に向けた流れの加速

企業、自治体、NGOなどの取組（非国家主体）

各国のイニシアティブ、パートナーシップ



【機密性２】
※機密性は以下を参考に、適切に変更・表示し、以下の記述を削除してください。また、取扱制限等（例１：関係者限り、例２：公表までの間）については必要に応じて追加してください。
秘密文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】／公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む）／公開可能な場合は【機密性１】COP23等の結果：グローバルな気候行動

 ジャパン・パビリオンを設置し、「日本の気候変動対策支援イニシアティブ２０１
７」（１０月30日に発表）をはじめ、国、各種機関等がイベントを開催し、気候変動
対策に関する我が国の貢献について紹介

 米国は非国家主体が”WE ARE STILL IN”と銘打ったイベントスペースを独自に設
置し企業や自治体等の取組を紹介

 NGOが世界各地の石炭火力発電の新増設や輸出の中止を主張
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2004年と2013年の再エネ設備容量

出典: REN21, 2016

2004年から2013年の10年間で太陽光は50倍、風力はほぼ7倍に
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再エネ発電設備の新規導入量

出典: IEA, 2016

2015年、新規設備導入量の50％以上を再エネが占める
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（参考）石炭発電の廃止を目指す脱石炭発電連合

 英国及びカナダが、現存する従来の石炭火力発電所の段階的廃止を目指し、各
国の政府、自治体、企業と連携して取り組むため、COP23期間中の11月16日に
設立。

 加盟国等：アルバータ州（加）、アンゴラ、オーストリア、ベルギー、ブリティッシュ・
コロンビア州（加）、カナダ、コスタリカ、デンマーク、エルサルバドル、フィジー、
フィンランド、フランス、イタリア、ルクセンブルグ、マーシャル諸島、メキシコ、オラ
ンダ、ニュージーランド、ニウエ、オンタリオ州（加）、オレゴン州（米）、ポルトガル、
ケベック州（加） 、スイス、英国、バンクーバー市（加）、ワシントン州（米）（2017年
11月24日現在）

 COP24までに加盟国等を50まで拡大することを目指す。

概 要 ※正式名称：Powering Past Coal Alliance

 （政府）管轄権が及ぶ範囲内で、現存する従来の石炭火力発電所を段階的に廃
止すること、及びCCS付きでない従来の石炭火力発電所の新増設を見合わせる
ことにコミットする。

 （ビジネス業界、その他の非政府主体）石炭なしでの事業運営にコミットする。

 （すべての主体）施策や投資を通じたクリーンな電力への支援、CCS付きでない
従来の石炭火力発電所に対する融資の制限にコミットする。

宣 言 文（抄:仮訳）



注１：HHV、送電端ベース。
注２：石炭火力（USC）、最新型LNG（GTCC）

は、設備容量により排出原単位が異なる。

※ USC： 超々臨界圧発電
※ IGCC： 石炭ガス化複合発電
※ GTCC： ガスタービン複合発電
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 同じ発電量で、石炭は0.73～0.867㎏、LNGは0.320～0.415㎏
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石炭火力問題（燃料種ごとのCO2排出係数比較）


